
３月議会の内容をわかりやすくお知らせします

上田泰
やす

寛
ひろ

さん　結
ゆう

慎
しん

さん（榛原小学校４年）　花
か

音
のん

さん（榛原小学校１年）

宇陀シティマラソンに向けて、家族で毎日楽しく走ってきました！



1
令
和
６
年
度
宇
陀
市
一
般
会
計
予
算
が
成
立
し
ま
し
た

前
年
度
比
２
億
３
千
万
円
増
の
２
０
２
億
１
千
万
円

〈
議
案
第
20
号
〉令
和
６
年
度
宇
陀
市
一
般
会
計
予
算
に
つ
い
て

●　
３
月
定
例
会　
●

宇
陀
市
の
こ
ん
な
こ
と
が

決
ま
り
ま
し
た

３
月
定
例
会　

３
月
４
日
～
３
月
25
日

今
回
の
議
案
は

全
て
の
議
案
名
と
結
果
は
宇
陀
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

を
ご
覧
い
た
だ
く
か
、
議
会
事
務
局
へ
お
問
い
合

わ
せ
下
さ
い
。

今号ではこの中から７つを

市長提出議案…… ４４件
　専決処分の部…… ２件
　条例の部……… １５件
　補正予算の部…… ４件
　当初予算の部… １１件
　その他の部……… ５件
　人事の部………… ７件

議員発議…………… １件

金
剛
市
長
就
任
４
回
目
の
予
算
が
成
立
い
た
し
ま
し
た
。

な
お
５
月
に
市
長
選
挙
を
控
え
て
い
る
た
め
、
骨
格
予
算
と
な
っ
て
お
り
、
政
策
予
算
は
６
月
に
行
わ
れ
る
市
議
会
定
例
会
に
補
正

予
算
と
し
て
提
案
さ
れ
る
見
込
み
と
な
っ
て
い
ま
す
。

012024.5.1



榛
原
地
域
就
学
前
施
設
等
整
備
事
業

就
学
前
教
育
・
保
育
の
充
実
を
目
指
し
、
市
立
保
育
園
と
市
立

幼
稚
園
を
「
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
」に
移
行
す
る
こ
と

を
目
標
に
掲
げ
、
施
設
の
老
朽
化
が
課
題
と
な
っ
て
い
る
榛
原

北
保
育
園
と
榛
原
幼
稚
園
、
榛
原
東
幼
稚
園
の
統
合
に
向
け
、

保
護
者
や
園
児
、
関
係
者
の
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
施
設
、
園
児
の

健
や
か
な
育
ち
と
成
長
が
促
せ
る
施
設
、
宇
陀
市
の
特
色
を
活

か
し
た
施
設
整
備
を
目
指
し
ま
す
。

	

（
事
業
費　

５
億
７
８
２
０
万
５
千
円
）

地
域
商
社
運
営
業
務

地
域
商
社
業
務
と
ふ
る
さ
と
納
税
業
務
を
一
体
的
に
地
域
商

社
で
実
施
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
ふ
る
さ
と
納
税
業
務
と
宇
陀

ブ
ラ
ン
ド
の
広
報
や
Ｐ
Ｒ
、
宇
陀
ブ
ラ
ン
ド
商
品
の
造
成
や
販

路
の
拡
大
を
円
滑
か
つ
効
果
的
に
行
い
、
そ
の
相
乗
効
果
が
得

ら
れ
る
よ
う
事
業
を
推
進
し
ま
す
。

	

（
事
業
費　

３
３
７
２
万
２
千
円
）

自
主
学
習
ス
ペ
ー
ス
運
営
事
業

市
内
に
自
主
学
習
ス
ペ
ー
ス
が
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
榛
原
総

合
セ
ン
タ
ー
３
階
に
設
置
し
た
、
子
ど
も
か
ら
大
人
ま
で
自
由

に
自
主
学
習
で
き
る
ス
ペ
ー
ス
の
利
用
促
進
を
図
る
こ
と
を

目
的
と
し
て
い
ま
す
。

	

（
事
業
費　

51
万
５
千
円
）

シ
テ
ィ
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
推
進
事
業（
情
報
発
信
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）

奈
良
県
出
身
の
映
画
監
督
「
河
瀬
直
美
さ
ん
」が
エ
グ
ゼ
ク
テ

ィ
ブ
プ
ロ
デ
ュ
ー
サ
ー
を
務
め
る
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
な
ら
国
際
映

画
祭
が
、
活
躍
を
期
待
さ
れ
る
若
手
の
映
画
監
督
を
招
き
、
宇

陀
市
が
舞
台
と
な
る
映
画
製
作
に
協
力
す
る
こ
と
で
、
シ
テ
ィ

プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
を
実
施
し
ま
す
。

	

（
事
業
費　

５
５
０
万
円
）

避
難
行
動
要
援
護
者
シ
ス
テ
ム
更
新
事
業

避
難
行
動
要
支
援
者
名
簿
（
災
害
対
策
基
本
法
に
基
づ
き
、
大

地
震
な
ど
の
災
害
が
発
生
し
た
時
に
、
自
力
で
避
難
す
る
こ
と

が
難
し
く
、
支
援
を
必
要
と
す
る
方
々
を
あ
ら
か
じ
め
登
録
し

て
お
く
名
簿
）の
登
録
・
更
新
と
避
難
行
動
要
支
援
者
避
難
支

援
計
画
（
個
別
計
画
）
の
作
成
な
ど
、
要
援
護
者
情
報
の
適
正

な
管
理
を
行
う
た
め
の
シ
ス
テ
ム
更
新
を
実
施
し
ま
す
。

	

（
事
業
費　

１
５
６
万
６
千
円
）

空
家
等
調
査
・
空
家
等
対
策
計
画
改
定
事
業

人
口
減
少
の
進
行
に
伴
う
空
き
家
の
増
加
と
、
既
存
す
る
老
朽

化
し
た
空
き
家
に
対
す
る
社
会
的
ニ
ー
ズ
の
変
化
に
伴
い
、
適

切
に
管
理
さ
れ
ず
地
域
の
生
活
環
境
に
影
響
を
及
ぼ
す
恐
れ

の
あ
る
空
き
家
が
増
加
し
て
い
る
状
況
に
あ
り
、
生
活
環
境
の

保
全
や
地
域
の
振
興
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
空
き
家
法

の
規
定
に
基
づ
き
空
き
家
等
に
関
す
る
施
策
を
総
合
的
、
計
画

的
に
実
施
し
ま
す
。

令
和
２
年
３
月
に
策
定
し
た
「
宇
陀
市
空
家
等
対
策
計
画
」の

計
画
期
間
が
令
和
６
年
度
末
と
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
今
回

の
計
画
の
見
直
し
を
行
い
ま
す
。

	

（
事
業
費　

１
千
万
円
）

Ｊ
ア
ラ
ー
ト
受
信
設
備
整
備
事
業

Ｊ
ア
ラ
ー
ト
（
全
国
瞬
時
警
報
シ
ス
テ
ム
）
の
衛
星
回
線
は
、

一
部
市
町
村
に
お
い
て
、
奈
良
県
防
災
行
政
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
衛
星
回
線
の
受
信
機
設
備
と
共
有
し
て
お
り
、
Ｊ
ア
ラ
ー
ト

の
安
定
的
な
稼
働
の
た
め
に
、
受
信
機
専
用
衛
星
ア
ン
テ
ナ
を

設
置
し
、受
信
設
備
の
分
離
整
備
を
行
い
ま
す
。

こ
れ
に
よ
り
、
昨
今
の
北
朝
鮮
に
よ
る
高
頻
度
の
弾
道
ミ
サ
イ

ル
発
射
な
ど
に
よ
る
国
際
情
勢
の
緊
迫
に
よ
り
、
Ｊ
ア
ラ
ー

新
し
い
事
業
が
始
ま
り
ま
す

主
な
新
規
事
業
は
次
の
通
り
で
す

（
全
16
事
業
）

ト
の
安
定
的
な
稼
働
が
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
強
く
求
め
ら
れ
ま

す
。

	

（
事
業
費　

１
０
０
万
円
）

災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー
機
器
購
入
事
業

災
害
発
生
時
、
災
害
復
興
を
支
援
す
る
た
め
に
災
害
ボ
ラ
ン
テ

ィ
ア
セ
ン
タ
ー
を
立
ち
上
げ
ま
す
。そ
の
際
に
必
要
と
な
る
Ｏ

Ａ
機
器
を
購
入
し
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
円
滑
な
活
動
が
図
ら
れ

る
よ
う
支
援
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
ま
す
。

	

（
事
業
費　

49
万
２
千
円
）

中
学
校
部
活
動
地
域
移
行
事
業

休
日
（
土
曜
日
・
日
曜
日
・
祝
日
）に
お
け
る
中
学
校
部
活
動

に
代
わ
る
、
ス
ポ
ー
ツ
活
動
や
文
化
活
動
の
機
会
を
確
保
す
る

体
制
を
整
え
る
こ
と
を
目
的
と
し
、
令
和
６
年
度
は
、
３
競
技

の
試
行
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

	

（
事
業
費　

１
７
０
万
５
千
円
）

平
成
榛
原
子
供
の
も
り
公
園
民
間
活
力
活
用
事
業

開
園
後
20
年
余
り
が
経
過
し
、
公
園
施
設
の
老
朽
化
や
利
用
者

ニ
ー
ズ
の
変
化
に
よ
り
来
園
者
数
が
減
少
し
て
い
る
こ
と
か

ら
、
民
間
活
力
導
入
に
向
け
た
パ
ー
ト
ナ
ー
事
業
者
公
募
に
よ

り
選
定
さ
れ
た
事
業
者
と
整
備
詳
細
計
画
を
決
定
し
、
整
備
実

施
を
行
い
、
公
園
の
魅
力
向
上
に
よ
る
来
園
者
数
の
増
加
を
図

り
、健
全
で
効
率
的
な
公
園
運
営
を
行
い
ま
す
。

	

（
事
業
費　

７
０
０
万
円
）

高
齢
者
軟
骨
伝
導
集
音
器（
イ
ヤ
ホ
ン
）購
入
費
助
成
事
業

日
常
生
活
に
お
い
て
、
軟
骨
伝
導
集
音
器
（
イ
ヤ
ホ
ン
）に
よ

る
「
聞
こ
え
」が
改
善
さ
れ
る
こ
と
で
、
意
思
決
定
の
促
進
な

ど
高
齢
者
等
の
意
欲
向
上
が
期
待
で
き
る
た
め
、
購
入
費
を
助

成
し
、
高
齢
者
等
が
い
き
い
き
と
活
躍
で
き
る
社
会
環
境
の
実

現
を
目
指
し
ま
す
。

	

（
事
業
費　

１
０
０
万
円
）
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2
宇
陀
市
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当

が
一
部
改
正
さ
れ
ま
す

3
宇
陀
市
ふ
る
さ
と
寄
附
条
例
が

一
部
改
正
さ
れ
ま
す

（
議
案
第
４
号
）�宇
陀
市
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

１
．
附
則
の
削
除

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
つ
い
て
、
感
染
症
の
予
防
及

び
感
染
症
の
患
者
に
対
す
る
医
療
に
関
す
る
法
律
上
の
位
置

づ
け
が
、
２
類
相
当
か
ら
５
類
感
染
症
に
変
更
さ
れ
、
国
に
お

い
て
感
染
症
防
疫
作
業
手
当
の
特
例
が
廃
止
さ
れ
た
こ
と
か

ら
、
宇
陀
市
に
お
い
て
も
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
対

処
し
た
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
の
特
例
を
廃
止
し
ま
す
。

２
．
特
殊
勤
務
手
当
の
追
加

地
震
や
水
害
な
ど
の
災
害
が
発
生
し
た
本
市
の
区
域
外
の
地

域
に
、
災
害
応
急
対
策
ま
た
は
災
害
復
旧
の
た
め
被
災
地
に
派

遣
さ
れ
、
現
地
で
当
該
業
務
に
従
事
し
た
職
員
に
対
し
て
支
給

す
る
特
殊
勤
務
手
当
と
し
て
、
災
害
派
遣
業
務
手
当
を
新
設
し

ま
す
。

	

（
災
害
派
遣
業
務
手
当
の
金
額　

日
額
７
３
０
円
）

（
議
案
第
６
号
）宇
陀
市
ふ
る
さ
と
寄
附
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

宇
陀
市
ふ
る
さ
と
寄
附
条
例
の
第
５
条
に
規
定
し
て
い
る
寄

附
し
て
い
た
だ
い
た
金
額
に
つ
い
て
は
、
全
額
積
み
立
て
る
と

い
う
内
容
の
規
定
を
削
除
す
る
た
め
、
条
例
の
一
部
が
改
正
さ

れ
ま
す
。

 �

事
務
的
な
処
理
で
何
か
変
わ
る
と
こ
ろ
は
あ
り
ま
す
か
。

 �
大
き
く
変
わ
る
と
こ
ろ
は
あ
り
ま
せ
ん
。予
算
を
一
般
会

計
で
処
理
す
る
の
か
、
ふ
る
さ
と
納
税
か
ら
、
相
当
す
る

額
を
差
し
引
い
て
処
理
す
る
か
で
内
容
に
つ
い
て
変
更
は

あ
り
ま
せ
ん
。

 �

来
年
度
、
地
域
商
社
へ
委
託
し
て
ふ
る
さ
と
納
税
を
伸
ば

し
て
い
こ
う
と
考
え
て
い
ま
す
か
。

 �

今
後
、ふ
る
さ
と
納
税
が
伸
び
て
き
ま
す
と
、５
億
円
で
あ

れ
ば
２
億
５
０
０
０
万
円
が
必
要
で
す
の
で
、
ふ
る
さ
と

納
税
を
上
げ
れ
ば
、比
例
し
て
経
費
も
か
か
っ
て
き
ま
す
。

ふ
る
さ
と
納
税
を
増
や
す
こ
と
が
大
き
な
目
標
で
あ
り
地

域
商
社
の
方
で
、
年
々
増
や
し
て
い
く
提
案
を
い
た
だ
い

て
い
ま
す
。そ
れ
に
伴
っ
て
、
こ
の
タ
イ
ミ
ン
グ
で
改
正

を
さ
せ
て
頂
き
た
い
と
い
う
こ
と
で
す
。

こ
ん
な
質
問
が
出
ま
し
た

4
宇
陀
市
消
防
団
員
等
公
務
災
害

補
償
条
例
が
改
正
さ
れ
ま
す

（
議
案
第
15
号
）宇
陀
市
消
防
団
員
等
公
務
災
害
補
償
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

令
和
５
年
11
月
に
給
与
法
が
改
正
さ
れ
、
宇
陀
市
消
防
団
員
等

公
務
災
害
補
償
条
例
の
補
償
基
礎
額
が
改
正
さ
れ
ま
す
。

 �

最
高
額
が
変
わ
ら
ず
最
低
額
だ
け
上
が
っ
て
い
ま
す
が
、

何
か
規
定
が
あ
り
ま
す
か
。

 �

最
低
額
と
最
高
額
は
規
定
で
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。今
回
、

最
低
額
が
９
１
０
０
円
で
、
最
高
額
は
１
４
２
０
０
円
の

範
囲
内
で
す
。

こ
ん
な
質
問
が
出
ま
し
た

 �

金
額
の
算
出
根
拠
を
教
え
て
く
だ
さ
い
。

 �

奈
良
県
で
災
害
応
急
作
業
等
に
従
事
す
る
職
員
の
特
殊
勤

務
手
当
の
規
定
と
同
等
と
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。

 �

宇
陀
市
が
被
災
し
た
と
き
は
、何
か
手
当
が
あ
り
ま
す
か
。

 �

時
間
外
勤
務
手
当
等
で
対
応
し
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

こ
ん
な
質
問
が
出
ま
し
た

（１）非常勤消防団員等の補償基礎額の改定

階　級
勤務年数

１０年未満 １０年以上
２０年未満 ２０年以上

団長
副団長

１２，５００円
（１２，４００円）

１３，３５０円
（１３，３２０円）

１４，２００円
（１４，２００円）

分団長
副分団長

１０，８００円
（１０，６７０円）

１１，６５０円
（１１，５５０円）

１２，５００円
（１２，４４０円）

部長・班長
団員

９，１００円
（ ８，９００円）

９，９５０円
（ ９，７９０円）

１０，８００円
（１０，６７０円）

※備考：（　）内書は現行の補償基礎額

（２）消防作業従事者などの補償基礎額の
　　最低額８，９００円を９，１００円に改定
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5
学
童
保
育
室
の
運
営
の
た
め
の

条
例
が
一
部
改
正
さ
れ
ま
す

6
子
ど
も
医
療
費
の
窓
口
負
担
が

解
消
さ
れ
ま
す

7
介
護
保
険
料
が
見
直
さ
れ
ま
す

（
議
案
第
９
号
）宇
陀
市
放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
の
設
備
及
び

運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

（
議
案
第
10
号
）宇
陀
市
子
ど
も
医
療
費
助
成
条
例
等
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

（
議
案
第
12
号
）宇
陀
市
介
護
保
険
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

学
童
保
育
室
の
入
室
希
望
者
の
増
加
に
伴
い
、
今
後
、
児
童
支

援
員
の
不
足
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
支
援
員
不
足
の
解
消

と
放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
の
円
滑
な
運
営
の
た
め
の
改

正
が
行
わ
れ
ま
す
。

子
育
て
支
援
施
策
の
一
環
と
し
て
、
福
祉
医
療
費
助
成
制
度
に

お
け
る
現
物
給
付
の
対
象
年
齢
を
、
こ
れ
ま
で
の
６
歳
（
未
就

学
児
ま
で
）か
ら
18
歳
ま
で
に
拡
大
し
、
医
療
費
の
一
時
的
な

窓
口
負
担
を
解
消
し
ま
す
。

市
町
村
介
護
保
険
事
業
計
画
を
１
期
３
カ
年
度
ご
と
に
見
直

し
す
る
事
と
な
っ
て
お
り
、
宇
陀
市
の
将
来
の
高
齢
化
率
や
介

護
給
付
費
総
額
の
見
込
み
を
考
慮
し
た
上
で
、
令
和
６
年
度
か

ら
令
和
８
年
度
ま
で
の
宇
陀
市
介
護
保
険
事
業
の
計
画
の
見

直
し
を
行
う
も
の
で
す
。

 �

児
童
何
名
に
対
し
て
支
援
員
は
何
名
必
要
で
す
か
。ま
た

支
援
員
は
新
た
に
何
名
の
増
員
が
必
要
で
す
か
。

 �

国
の
基
準
で
は
１
単
位
40
名
に
対
し
て
、
２
名
の
支
援
が

必
要
と
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。来
年
度
は
３
名
程
度
必
要

と
考
え
て
い
ま
す
。

 �

今
回
、し
ら
ゆ
り
保
育
園
で
新
た
に
設
置
さ
れ
ま
す
が
、榛

原
小
学
校
か
ら
は
距
離
も
あ
り
、
事
故
等
の
不
安
も
あ
り

ま
す
が
、そ
の
辺
の
対
策
は
い
か
が
で
す
か
。

 �

移
動
に
つ
い
て
は
今
の
と
こ
ろ
車
で
の
移
送
を
考
え
て
お

り
ま
す
。移
送
時
は
危
険
が
伴
い
ま
す
の
で
、
安
全
の
確

認
は
怠
ら
な
い
よ
う
に
、
ま
た
運
転
手
に
つ
い
て
は
一
定

の
経
験
や
二
種
免
許
を
持
っ
た
も
の
を
採
用
し
て
い
た
だ

く
よ
う
お
伝
え
し
て
い
ま
す
。

 �

施
行
期
日
は
８
月
１
日
か
ら
で
す
が
、
４
月
１
日
か
ら
で

も
い
い
の
で
は
な
い
か
と
思
い
ま
す
が
、
何
か
理
由
が
あ

る
の
か
答
弁
願
い
ま
す
。

 �

福
祉
医
療
の
受
給
資
格
は
毎
年
、
年
度
の
切
り
替
え
を
８

月
に
行
っ
て
い
る
事
か
ら
、
令
和
４
年
10
月
に
開
催
さ
れ

た
市
町
村
長
が
集
ま
る
会
議
で
、
令
和
６
年
８
月
診
療
分

か
ら
現
物
給
付
化
す
る
こ
と
が
合
意
さ
れ
、
県
下
一
斉
で

実
施
す
る
事
に
な
っ
た
た
め
で
す
。

 �

今
回
の
福
祉
医
療
費
の
助
成
で
、
精
神
障
害
の
方
の
医
療

費
助
成
は
ど
の
よ
う
に
な
り
ま
す
か
。

 �

宇
陀
市
ひ
と
り
親
家
庭
等
医
療
費
・
子
ど
も
医
療
費
・
心

身
障
害
者
医
療
費
の
助
成
が
優
先
さ
れ
る
た
め
、
精
神
障

害
者
医
療
費
助
成
に
つ
い
て
、
現
物
給
付
の
該
当
は
あ
り

ま
せ
ん
。

 �

今
回
の
改
正
は
宇
陀
市
独
自
の
市
長
の
施
策
と
い
う
認
識

で
間
違
い
な
い
で
す
か
。

 �

近
年
ウ
ェ
ル
ネ
ス
シ
テ
ィ
の
取
り
組
み
の
中
で
、12
市
の

中
で
１
番
介
護
認
定
率
が
下
が
っ
た
市
と
い
う
成
績
を
出

し
、
思
っ
た
以
上
の
基
金
が
積
み
上
が
り
ま
し
た
。
宇
陀

市
の
場
合
は
第
９
期
に
つ
き
ま
し
て
は
現
行
よ
り
も
引
き

下
げ
を
す
る
こ
と
が
可
能
に
な
っ
た
と
い
う
状
況
だ
と
考

え
て
お
り
ま
す
。

 �

基
金
の
取
り
崩
し
が
１
億
２
５
５
０
万
円
だ
と
思
い
ま
す

が
、
２
０
０
円
の
引
き
下
げ
で
は
な
く
て
、
も
う
少
し
下

げ
る
事
も
可
能
で
は
な
い
で
す
か
。

 �

そ
う
い
う
お
考
え
も
あ
る
と
は
思
い
ま
す
が
、
今
回
の
第

９
期
に
つ
き
ま
し
て
は
、
６
６
０
０
円
に
す
る
の
に
１
億

２
５
５
０
万
円
の
取
り
崩
し
が
妥
当
で
あ
る
と
判
断
い
た

し
ま
し
た
。

こ
ん
な
質
問
が
出
ま
し
た

こ
ん
な
質
問
が
出
ま
し
た

こ
ん
な
質
問
が
出
ま
し
た

04 2024.5.1



空き家対策と
所有者不明土地の対策について

 �所有者不明土地の活用の一つに「地
域福利増進事業」があります。宇陀市
でもそのような取り組みが可能であ
るかお聞きします。

 �所有者がわからない土地を公園や社会福祉施設、備
蓄倉庫の整備といった地域のために使用権を取得
し、利用することを可能とする制度ですが、手続き
にはかなりの時間と労力を要するものと考えてお
ります。

 �他市においてはふるさと納税を活用した空き家の
管理サービスを行っている自治体があります。宇陀
市においてもふるさと納税を活用した案があれば
よいのではないかと考えますが、市の考えについて
お聞きします。

 �他市においてふるさと納税を活用した管理サービ
スがある事は認識しており、宇陀市でも空き家の管
理サービスは需要があると考えております。本市に
おきましてもふるさと納税を活用した空き家の管
理サービス等を進めてまいります。

自転車活用推進計画と観光施策について

 �団体旅行促進事業について２０名から緩和するこ
とを提案しましたが、その後はどうように変更され
たのか、また令和４年度以降の実績とどれくらいの
利用が見込まれるのかお聞きします。

 �令和５年４月１日に補助要綱を改訂し、１５名から
利用可能としています。その結果令和６年２月末現
在で１５名以上の団体は５件増加しております。全
体でも昨年に比べて５件増加しており、現在３０件
となっております。

 �今回の質問では観光推進の視点からの自転車活用、
また児童生徒への安全への取り組みを聞かせて頂
きましたが、市長のお考えをお聞きします。

 �自転車を活用したレンタサイクルについては観光
振興に大きなメリットがあると考えています。新た
な取り組みとして令和１３年に奈良県国民スポー
ツ大会が開催される事になっていますが、宇陀市内
においては自転車のロードレースの競技の誘致を
進めている事も報告させていただきたいと思いま
す。また通学路の危険個所につきましては、１１３
か所ありましたが、令和５年３月末には全て対策が
完了するというところまできております。

宮田 美紀
議員

大規模地震に対する備えについて

 �宇陀市における能登半島地震の被災
地への支援について。

 被災地への人的支援として、奈良県
ＤＭＡＴ隊として宇陀市立病院の医

師２名、看護師３名を石川県立中央病院へ、建物被害
認定調査業務支援に３班６名と避難所運営業務支援
に１班２名を穴水町へ、避難所における健康管理・
衛生管理業務に保健師１班１名を能登町へ、合計
１４名の職員を派遣しています。

 �派遣した職員が被災地から戻った後、その報告はど
のように行っているのか。また、今後どのように周知
し、市の防災対策に活かしていくのか。

 �市長、副市長、担当部長、危機管理に対して現地での
被災状況等の報告を行い、意見交換、協議を行ってい
ます。総括活動報告書としてとりまとめ、庁内で共有
することにより、今後の防災対策に活かしていきた
いと考えております。

 �県域水道一体化によって水道の災害対策はどのよう
に変わるのか。

 �この統合による基盤強化により、組織力、技術力の向
上が図られ、災害対応力が強化され、災害の発生に備
えたバックアップ機能や、非常用電源の確保、重要管
路の耐震化などを進める計画であり、これまでより、
災害対策の整備が進むものと考えています。

 �避難所における高齢者や障がい者など特に支援が必
要な方に対してどのような配慮がなされるか。

 �居住スペースの配慮やファミリーテント、施設の個室
を確保します。障がいの程度によっては、福祉避難所へ
の移送や協定先の福祉避難所への避難も案内します。

 �道路等のハード面の対策について。

 �県においては急傾斜地崩壊対策事業や災害防除工事
を行い、国土交通省・近畿地方整備局においては、砂
防堰堤事業を行っています。

 �大きな災害の際に対策にあたる職員の職務体制につ
いて。

 �大規模災害発生直後の７２時間は、市民の生命にか
かわる重要な時間であり、そこに職員を集中させま
す。効率的な防災業務と職員の負担軽減のための体
制づくりに取り組んでまいります。

井戸家 理夫
議員
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「安心安全なまちづくり」
について

 �過去の震災の経験から平常時にでき
る備えとして、市民へ防災意識の高
揚を図っていますか。

 �能登半島地震を目の当たりにして、防災の意識が高
くなっていると思います。災害時には、地域や身近
な方同士が助け合う共助が重要です。当市において
は、自治会・自主防災組織やまちづくり協議会を対
象に防災講和・訓練への支援、中学校における避難
訓練・ＡＥＤ取扱訓練への支援を行いました。

 �市長にお伺いします。大きな災害に対しての備え
と、起きた時の対応について考えていることをお答
えください。

 �普段から道路、橋などのメンテナンスをしていくこ
とと、県域水道一体化の中で、水道施設の耐震化、老
朽化対策をスピードアップしていくこと、もう一つ
は住宅の耐震化の問題です。予防措置として、無料
の耐震診断、耐震補強への補助などの制度も作って
います。また大規模災害に当たっての宇陀市業務継
続計画を立てています。災害が起きて３時間、２４
時間、３日目、１週間、１カ月と限られた人員で、ど

れだけのことを出来るのか時間経過とともに整理
した計画です。

「宇陀市の将来」について

 �市長にお聞きします。財源確保ができましたら、就
学前施設の無償化や小・中学校の給食費の無償化
などのお考えはありませんか。また、地域商社につ
いても、ふるさと納税制度なくなった場合、財源に
繋げるためにも宇陀市も出資した地域商社づくり
が、今後必要になってくると思います。お考えがあ
ればお聞かせください。

 �財源の裏づけがあってこそ、さまざまな施策ができ
るところです。財源のことを考えずに単に無償化と
言えば、他の福祉・市民サービスにしわ寄せが行く
ことも懸念されるところです。室生出身の日本を代
表されるＩＴ企業を創設されたご夫妻が、大変ふる
さとへの愛情が深い方で、私を見込んでいただき、
ふるさと納税で毎年１億円の寄附を申し出ていた
だきました。給食費の無償化についての財源は確保
することができました。幼稚園、保育園、こども園、
そして小学校、中学校までの給食費無償化の取組を
進めてまいりたいと考えています。地域商社は、官
民協働の地域密着型の地域商社を見据えて取り組
んでいきたいと考えています。

田中 剛志
議員

移動投票支援について

 �過去２回の定例会で一般質問しまし
た「選挙時における移動投票所の設
置と移動支援」について、実現に向け
た具体的な取組を伺います。

 �移動投票所の開設と有権者の移動支援の取組は、市
と選挙管理委員会で共通の課題として認識してい
ます。
また、全国的な動きや先進的な事例を共有し検討し
ていますが、移動投票所の開設には、セキュリティ
問題や二重投票のチェック機能の問題があり、投票
所への移動支援では、対象者や対象地域を限定する
にはまだまだ課題が多く、現時点ではこれらを導入
することは、厳しい状況にあると考えています。

 �五條市が行っている「移動期日前投票所」や茨城県
つくば市が実証実験を行っている「オンデマンド型
移動期日前投票所」のような先進地の取組につい
て、市の見解を伺います。

 �これら先進地の取組は、きめ細やかに選挙人に配慮
した取組として、地域を限定し、試験的に実施され
ていますが、今後導入していく際の課題として、対
象エリア・対象者の制限など多くの課題があるこ

とを聞いています。引き続きこれらの取組を注視し
ていきます。

観光トイレの拡充と整備について

 �菟田野芳野地域には、惣社水分神社や芳野城跡、ほ
たる公園などといった観光地があり、近年多くの観
光客や民泊者が訪れ、交流人口が増加傾向にありま
す。しかし、これら観光スポットにはトイレがない
状態にあります。そこで、おもてなしの観点からし
ても、観光客などが気持ちよく利用できる観光トイ
レが必要だと考えますが、いかがでしょうか。

 �現在、市内には４４か所の公衆トイレが設置されて
おり、その大半を市の管理委託業務として清掃等を
地域の方々に依頼しています。これらの大半は、旧
町村時代から引き続き管理しており、老朽化に伴う
建て替えや、市が必要と認める場合を除き、新規設
置はしていません。
ただし、新しい観光スタイルとしての着地型観光を
推進するためには、地域住民の協力が必要で、これ
により交流人口が増加することによって観光トイ
レの拡充と整備について検討する必要があります。
管理面については、観光施設整備等補助金などを通
じ支援したいと考えています。

亀井 雅之
議員
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榛原駅前交流施設
「じゆうだテラス」について

 当初、指定管理者制度を利用して民
間に４００万円で運営をしてもらう
はずが、市長の判断で再考され、市
直営で２倍以上の税金を使って運営

しているのですから、市長が責任をもって、市民が
少しでも満足してもらえるように、目的と合致した
施設運営しなければいけないと、考えますがどうで
しょうか。

 �満足という事になりますと色々な市民さんの意見
であったり、観光客の意見を聞いた上でどのような
形があの施設にとっていいのか、日々、関係職員が
努力しております。
私たちも努力して最終的に満足度１００％にして
いくのが目標です。

エストニアについて

 �宇陀市の将来、未来の想定について。

 �今年度より最先端のＩＴ国家で企業活動が盛んな
エストニアと交流を開始しました。昨年７月には
サーレマー市と教育の連携に係る基本合意書を締

結するとともに、子どもたちを対象とした短期留学
を行いました。子どもたちの国際的な視野を広げる
とともに、社会の変化に対応して自分らしく生きて
いける力、アントレプレナーシップの育成に取り組
んでいます。日本全国において人材不足が深刻にな
る中、待ちの姿勢では、地域経済を支える人材は地
域から減少していくばかりです。本年度より進めて
いますエストニアとの交流を通じた人材育成事業
につきましては、アントレプレナーシップの育成を
土台とし、地域や社会にイノベーションを起こすこ
とができる人材を育成することによって、その人材
が新規創業、既存事業の拡大などに貢献することを
目指すものです。また、今年１月に自立走行配送ロ
ボットを開発するエストニアの企業クレボンなど
とロボット工学分野の高度なスキルを育成する留
学プログラム「クレボンアカデミー」の創設、さら
に宇陀市へのクレボン日本支社の新設について連
携して取り組む基本合意書を締結いたしました。留
学プログラムについては、宇陀市以外の子どもたち
にも門戸を広げ、参加の機会を提供し、関係人口の
創出、将来的な人材誘致につなげたいと考えていま
す。なお、宇陀市以外の子どもたちには、費用負担
は考えておりません。人材育成事業を通し、市内で
新規創業や既存事業の拡大が起こってくれば、移住
定住にもつながると考えております。

廣澤 孝英
議員

被災障害者への支援について

 �被災時の障害者の死亡率が一般人の
２倍から４倍の実態があります。災
害時要援護者個別避難計画の策定状
況はどうなっていますか。

 �要介護３以上、身障手帳２級以上等対象者９１６名
中３９１名（約４３％）の登録で、うち障害者数は
１５１名（約１３％）です。計画策定数は１０９名
（約９％）、うち障害者数は２２名（約２％）です。

 �過去の災害で計画が無力だったとの指摘がありま
す。

 �高知県黒潮町では計画策定を通じて事前に決めて
いた福祉避難所に避難できたとの奏功事例もあり
ます。

 �ＤＷＡＴ（災害派遣福祉チーム）の現状と活用はど
うなっていますか。

 �ＤＷＡＴは高齢者・障害者等に避難所等で福祉的
支援を行う専門チームです。奈良ＤＷＡＴは令和元
年１１月に発足し能登半島地震でも派遣されまし
た。

 �避難所での障害種別に応じた合理的配慮が必要で
す。

 �障害者手帳、ヘルプカード等を提示して、必要な配
慮を申し出て下さい。

小中学校体育館への空調設備の設置

 �近年の猛暑で子どもたちの熱中症が増えています。
命と健康を守るために体育館に空調設備の設置が
求められています。

 �夏場の体育館は熱がこもり、熱中症が発生しやす
く、空調設備の設置は必要と考えています。設置率
は全国で約１２％、奈良県は約２２％です。

 �今年度から３年間限定の有利な国の交付金を活用
すれば、市の負担は１５％で設置できます。

 �補助を受けるには断熱工事が前提です。この工事に
は空調設備以上の費用が必要であり、財政面からは
現状では困難です。しかし、体育館は災害時の避難
所も兼ねており、更なる環境改善は必要と認識し、
時代の変化に応じた最適な整備に努めます。

八木 勝光
議員
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企業との連携協定及び
企業誘致について

 �金剛市長就任後、誘致した企業、事業
所などの件数と、現在進めている誘
致事業をお聞きします。

 �市内空き家、空き店舗、空き事務所等を活用した企
業誘致活動を中心に行っており、市長就任後、新た
に５５件の誘致を行いました。現在公民連携プラッ
トフォームに６０社参加いただき、会員の中から、
榛原駅徒歩圏内に７０人規模の宿泊できるオーガ
ニックビレッジを絡めた食と農の教育拠点づくり
の宿泊施設を進めていただいています。

 �エストニアの企業を誘致する件で、日本国大使館の
松村大使が市役所にお越しになり、最大限のサポー
トをしたいとのお言葉をいただいたようですが、国
との関係や支援についてお聞きします。

 �これまで外務省の他、経済産業省、内閣府の関係部
署へ宇陀市の取り組みを説明しています。どちらに
おいても「注目している」「期待している」など関心
を持っていただいています。関連施策についてもご
紹介いただいており、今後、国からの支援もいただ
きながら、事業を進めてまいりたいと考えています。

今後の学校運営について

 �国から努力義務とされている学校運営協議会（コ
ミュニティ・スクール）設置に向けた保護者等への
周知について教育委員会のお考えをお聞きします。

 �設置や運営にあたっては、その目的が学校と地域が
相互にパートナーとして連携・協働して学校運営
に携わっていくもので、学校と地域で目標やビジョ
ンを共有することが重要です。保護者や地域の皆様
に制度の趣旨や目的を正しく理解していただくこ
とが不可欠であることから、積極的に周知を行いな
がら色々なご意見を伺うことができればと考えて
います。

 �コミュニティ・スクールの設置や運営について、市
内全学校が未だ全保護者に周知されていません。そ
のことより先に校長が協議会の委員を指名してい
る学校があります。進める順序が間違っているよう
に思います。今一度、学校側へ説明をし、正してい
ただけますでしょうか。

 �制度と趣旨についてしっかりと共通の認識をもっ
て進めていきたいと考えています。

松浦 利久子
議員

改正空き家法施行を受けて

 �令和５年度の通常国会において空き
家対策に関連する法律が改正され、
令和５年１２月に法律が施行されま
した。これによってどのような変化
が起きたのでしょうか。

 �主に５つの点で新しい制度が導入されました。
１つ目は市区町村が、空き家の活用や管理に取り組
むＮＰＯ法人や社団法人などを「空き家等管理活用
支援法人」として指定できるようになりました。
２つ目は「管理不全空き家」の新設と早期介入です。
適切な管理がされず放置されている空き家の持ち
主に対して指導や勧告ができるようになりました。
３つ目は特定空き家への措置の円滑化です。倒壊な
どの恐れのある特定空き家に対して勧告や命令を
省略して、ただちに行政代執行をして取り壊しする
ことができるようになりました。
４つ目は用途地域による規制の緩和です。空き家等
活用促進区域内での空き家の利活用を促進するた
め、市区町村は用途地域によって制限された用途で
あっても、一定の用途への変更を特例的に許可する
指針を制定できるようになりました​​。
５つ目は固定資産税の住宅用地特例の解除です。特
定空き家や管理不全空き家に対して固定資産税の

住宅用地特例が解除されるようになりました。これ
により、老朽化した空き家を放置するインセンティ
ブを防ぎ、空き家の取り壊しを促進する効果が期待
されます​​。

 �宇陀市には特定空き家は今のところないと聞いて
おりますが、新設された管理不全空き家はどの程度
あると見込んでいるのでしょうか。

 �国の基準に照らし合わせますと５０軒程度の空き
家が管理不全空き家になると思われます。

 �用途地域による規制の緩和については活用するた
めには指針を作る必要があります。市としてどのよ
うな方針を持っていますか。

 �市としては市街化調整区域の線引きの見直しを県
と進めています。今のところそちらを進める予定で
す。

  意見
�空き家等活用促進地域を指定するとその地域の空
き家対策事業に手厚い支援を受けることができる
ようになります。要望のある地域には積極的に支援
していきましょう。

勝井 太郎
議員
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生活道路の維持管理について

 �宇陀市の生活道路の現状・課題につ
いて

 経年劣化や交通量の増加等が起因と
なって、舗装の傷み、ひび割れ、剥が

れ等が進行している状況。課題としては老朽化の解
消に向けた財源確保が必要。

 �近年の事故等の発生について

 �令和３年度３件、４年度３件、５年度２件の発生状
況で、主にタイヤの破損や外装部の傷等で人身事故
はない。また、住宅地ではなかった。

 �対応対策について

 �原因は道路の陥没、グレーチングの跳ね上がり、落
石等。発生後の緊急対応は、補修、通行止め等適切
に対応。事故後には、類似個所も併せて確認を実施。
また、事前対策として、パトロールの実施、全職員
からの情報提供、郵便局との連携協定による損傷個
所の通報等の情報を収集し、計画的に事前対策工事
も実施。

 �自治会等の要望について

 �要望内容を正確に把握するため関係者と現地立合
いをして実施範囲や規模確認。緊急対応の必要を観
察・調査し構造的な見直しが必要なのか判断。予算
確保も含めて関係者と協議して対応。また、要望件
数は、舗装、水路、土砂撤去等毎年５０件程度。

 �道路維持管理予算について、ふるさと納税を当てて
いく考えはないか

 �令和６年度は２．１億円で前年５％増加。道路整備
事業に、過疎対策事業債、合併特例債を充当。現時
点では、ふるさと納税の活用は考えていない。

  その他の質問
まちづくり協議会の活動についての質問をさせて
頂きました。約１０年経過した各地域のまちづくり
協議会の今後の目標と展開については、人口減少と
少子高齢化が益々進み、社会構造の変化と地域のつ
ながりが希薄化していくという社会環境の中で、そ
れぞれの地域が個性を生かしてまちづくりをする
のが根幹である。また、まちづくり協議会と市行政
が同じ方向を向き、各まちづくり協議会が地域間の
連携をしながら共通の課題解決に向き合って取組
んでいくのが今後の目標と課題である。

多田 與四朗
議員

一般質問の成果と検証について

 �還暦軟式野球大会・学生インカレ軟
式野球大会の今後の方針は

 �現在のところ上程はしていません。

 �防災対策について

 �ソフト対策　
①資機材備蓄品の充実
②�職員のスキルアップ：職員に実践的な防災訓練を
ステップアップし行う
③�受援対策：国や県からの本市が応援を受ける体制を
円滑に進めるために、想定を入れた防災訓練を行う
④�市民の皆様へのお願い：自助、共助という防災の
対策を進め、啓発も行い、小中学校向けの防災訓練
指導を行う

 �各地域事務所の存続について

 �地域事務所は、地域住民の皆様にとって最も身近な
行政窓口です。行政と地域住民がコミュニケーショ
ンを図る重要な施設です。各種届出や証明書の発行
等の行政手続きを始め、地域の活性化に寄与する為、
各種団体の支援や一部現場の初期対応の役割を担っ

ており、地域事務所は地域住民の皆様の為の「小さな
市役所」であると認識しております。
宇陀市地域防災計画の第３章災害応急対策計画、第
１節災害応急対策活動計画において、災害対策本部
を市役所に設置することとしていますが、市役所が
使用できない場合には菟田野地域事務所に設置する
こととしています。また、同計画におきましては、災
害応急対策上必要な場合には、各事務所に現地災害
対策本部を設置することができるとしており、地域
事務所は災害時の地域防災の拠点機能の位置づけと
なっています。
各地域連合自治会、各地区民生児童委員協議会、交通
安全協会各地区分区、各地区更生保護女性会などの団
体については各地域事務所が事務局を務めています。
また、政策推進部所管のまちづくりアドバイザーが
地域事務所に在席し各まちづくり協議会の活動の支
援をしています。
地域事務所の建物につきましては今後、ファシリティ
マネージメントの検討の中で取り組んでまいります。

  文言訂正について
一般質問の中において大宇陀、室生地域事務所には
「耐震が無い」という文言を不適切に使用いたしまし
た。根拠のない発言でありました。正確には“耐震性
が保証されていない”の誤りであります。深くお詫び
申しあげ、訂正させて頂きます。

西岡 宏泰
議員
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災害時の対策について

 �災害に強いまちづくりとして、市長
のご見解をお尋ねします。

 防災については、普段からのハード・
ソフト施策について、住民や関係機

関と連携しながら予防に努めていきます。そして、
発災した時は、３時間、１日、１週間、１カ月とその
時与えられた資材と人員で復旧出来る計画により
対応していきます。

市長の１期目４年間と
今後の市政への取り組みについて

 �１期４年間の取り組みについてお尋ねします。

 �コロナ禍での就任であり、３年間はコロナ対策と緊
急経済対策に努めました。その中で、就任直後経常
収支比率１０３％という危機的な財政状況を職員
と再建に取り組み９３％まで改善し、財政重症警報
から脱しました。子どものためには、安全でおいし
い給食を提供するために新しい給食センターの建
設を進めました。市立病院が過疎地域の拠点病院と
なり、併せて、無医地区解消に向け、移動診療車の
運営を始めることで、安心して住んで頂ける地域づ

くりに繋がったと考えています。心境荘苑の協力を
得て、重症心身障がい児の居場所づくりもできまし
た。

 �今後の市政の取り組みについてお尋ねします。

 �安心・安全をキーワードとして、宇陀市が全国の過
疎地域の先頭に立って課題解決に取り組む先進都
市を目指し、公民連携による、新たな事業にチャレ
ンジしたいと考えています。
そのための成長戦略として、
 行財政の健全化で安心のくらし。
 災害から命を守る安心の備え。
 �宇陀市の中でゆとりをもって仕事と家庭を両立で
きるような働く場所のある安心。
 �宇陀市に来れば安心して子育て、教育のできるこ
どもまんなかの安心。
 �元気人口を増やし、だれ一人取り残されない、共
に生きる安心。
 移住・定住、観光など賑わいのある安心。
を目指してまちづくりを進めていきたいと考えて
います。

合併を選択した宇陀市の
今までとこれからについて

 �３町１村の合併による各地域の状況
変化に対する今までとこれからにつ
いて、宇陀市新市まちづくり計画に
基づいて、施策の状況説明を求めま
す。

 �平成１８年１月１日３町１村により宇陀市が誕生
し、合併協議会より引き継がれた新市まちづくり計
画は、合併後の旧町村の速やかな一体化を促し、住
民福祉の一層の向上と新市全体の均衡ある発展を
目指すことを目的に策定した、新市のソフト・ハー
ド両面を含めた計画です。
今後も、まちの主役である住民と一体となった協働
によるまちづくりの推進が必要であると考えてい
ます。

 �市が過疎と少子化、高齢化を克服する為に重要と考
える新たな取り組みについてどの様な計画を検討
していますか。

 �全国のどの市町村も、地域課題の解決に向けて取り
組んでおられます。同じような取組みを、同じよう
なスピード感で進めていては、宇陀市が他の市町村

に追いつくことはありません。急激に変化している
社会経済状況に対しても、柔軟に、かつスピード感
を持って対応することが必要です。今年１月に自律
走行配送ロボットを開発するエストニアの企業「ク
レボン」等と留学プログラム「クレボンアカデミー」
の創設及び市内への日本支社の新設について取り組
む基本合意書を締結しました。エストニア、国内の
企業等と連携し、未来を担う人材を育み、産業の活
性化に繋がるよう、過疎地域の課題を解決する先進
都市として、新たなまちづくりにチャレンジします。

 �宇陀市の生き残りを掛けた事業としてクレボン社
の誘致を目指されるのでしょうか。

 �クレボンアカデミーの卒業生が、宇陀市内で能力を
発揮できるよう、クレボンの日本支社の誘致を進め
たいと考えています。また、クレボンアカデミー卒
業生や宇陀市の子ども達が、宇陀市内で起業をする
支援策等も、民間企業と連携し、環境を整えていき
たいと考えています。

  意見
合併で誕生した宇陀市政に１８年間携わり、多くの
要望意見を提案し村議含め２０年間の議員活動を
終えることに成りました。宇陀市が３０年５０年元
気な町であること期待します。

上田  德
議員

井谷 憲司
議員
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令和６年第１回定例会 議 案 と 結 果
付託先略称
即決：本会議即決
総務：総務産業常任委員会
福祉：福祉文教常任委員会
予算：予算審査特別委員会

日 月 火 水 木 金 土
1

2 3 4 5 6 7 8
本会議 本会議

（議案提案） （議案質疑）

9 10 11 12 13 14 15
常　任 常　任 予　算
委員会 委員会 委員会

16 17 18 19 20 21 22
予　算 本会議 本会議
委員会 （一般質問）（一般質問）

23 24 25 26 27 28 29
本会議 予備日

（討論・採決）

30
10：00開会（日程・時間等変更の場合があります）

次回６ 月定例会

本年１月１日に起きた、能登半島地震で
亡くなられた方のご冥福と被災された
多くの方にお見舞いを申し上げます。
また１日も早い復興を心からお祈りい
たします。大自然の猛威に人間は無力で
すが、これまで幾度も乗り越えてきまし
た。これからも協力し合って乗り越えら
れると信じています。

さて、５月には市長、市議会議員の選挙
があります。私たちにとっては、市民の
皆様から審判をうける大切な機会です。
５月１２日の投票日は、宇陀市の将来も
懸かっています。ぜひ投票に参加してい
ただくようお願いします。

編 集 委 員 　田中　剛志

付託先 件　名 結 果
即決 専決処分の承認を求めることについて（令和５年度宇陀市一般会計補正予算（第８号）について） 承認
総務 宇陀市監査委員に関する条例等の一部改正について 原案可決
総務 宇陀市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 原案可決
総務 宇陀市技能労務職員の給与に関する条例等の一部改正について 原案可決
総務 宇陀市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について 原案可決
総務 宇陀市ふるさと寄附条例の一部改正について 原案可決
福祉 宇陀市学校適正化推進委員会条例の廃止について 原案可決
総務 宇陀市の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正について 原案可決
福祉 宇陀市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正について 原案可決
福祉 宇陀市子ども医療費助成条例等の一部改正について 原案可決
福祉 宇陀市障害者コミュニケーション条例の一部改正について 原案可決
福祉 宇陀市介護保険条例の一部改正について 原案可決
総務 宇陀市水道事業給水条例及び宇陀市水道の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準を定める条例の一部改正について 原案可決
総務 宇陀市消防団員等公務災害補償条例の一部改正について 原案可決
予算 令和５年度宇陀市一般会計補正予算（第９号）について 原案可決
予算 令和５年度宇陀市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算（第２号）について 原案可決
予算 令和５年度宇陀市国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）について 原案可決
予算 令和５年度宇陀市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号）について 原案可決
予算 令和６年度宇陀市一般会計予算について 原案可決
予算 令和６年度宇陀市住宅新築資金等貸付事業特別会計予算について 原案可決
予算 令和６年度宇陀市営霊苑事業特別会計予算について 原案可決
予算 令和６年度宇陀市介護保険事業特別会計予算について 原案可決
予算 令和６年度宇陀市後期高齢者医療事業特別会計予算について 原案可決
予算 令和６年度宇陀市下水道事業特別会計予算について 原案可決
予算 令和６年度宇陀市保養センター事業特別会計予算について 原案可決
予算 令和６年度宇陀市立病院事業特別会計予算について 原案可決
予算 令和６年度宇陀市介護老人保健施設事業特別会計予算について 原案可決
予算 令和６年度宇陀市水道事業特別会計予算について 原案可決
福祉 工事請負契約の変更について（宇陀市立学校給食センター建設工事に係るもの） 原案可決
総務 宇陀市道路線の認定について（榛原笠間１４号線） 原案可決
総務 宇陀市道路線の認定について（室生無山４号線） 原案可決
総務 宇陀市道路線の認定について（室生染田１号線） 原案可決
総務 奈良広域水質検査センター組合規約の変更について 原案可決
即決 宇陀市教育長の任命同意について（令和6年３月３１日任期満了に伴うもの） 同意
即決 宇陀市教育委員会委員の任命同意について（令和６年３月２８日任期満了に伴うもの） 同意
即決 宇陀市公平委員会委員の選任同意について（令和６年３月２８日任期満了に伴うもの） 同意
即決 宇陀市固定資産評価審査委員会委員の選任同意について（令和６年３月２８日任期満了に伴うもの） 同意
即決 宇陀市固定資産評価審査委員会委員の選任同意について（令和６年３月２８日任期満了に伴うもの） 同意
即決 宇陀市固定資産評価審査委員会委員の選任同意について（令和６年３月２８日任期満了に伴うもの） 同意
即決 宇陀市固定資産評価審査委員会委員の選任同意について（令和６年３月２８日任期満了に伴うもの） 同意
即決 宇陀市議会委員会条例の一部改正について 原案可決

全会一致の議案等
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専決処分の承認を求めることについて（令和６年１月１９日に第一審判決を受けた旧室
生西谷小学校における施設整備費用等損害賠償請求事件に係る控訴の提起について：
教育総務課関係）

即決 ○ ○ ○ ○

※

× ○ △ × × ○ ○ ○ ○ 承認

宇陀市国民健康保険税条例の一部改正について 福祉 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 原案可決
宇陀市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例等の一
部改正について 福祉 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 原案可決

令和６年度宇陀市国民健康保険事業特別会計予算について 予算 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 原案可決
※議長のため表決権はありません

賛否が分かれた議案の○×結果

［○賛成　×反対　△退席　▲除斥　－欠席］
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